
平成30年12月20日

東京地方裁判所立川支部の概況（平成30年12月期）

立川支部長岸 日出夫

1組織の概要

（1）部の構成（第1表）

（2）裁判官の配置（第2表）

2事件の概況

（1）民事事件の動向等

ア民事訴訟事件について（第3表ないし第5表）

イ民事訴訟以外の事件について（第6表ないし第10表）

（2）刑事事件の動向等

ア刑事訴訟事件について（第11表ないし第15表）

イ裁判員裁判対象事件について（第16表の1， 2）

ウその他（第17表ないし第20表）

3その他



平成30年12月20日定例裁判官会議資料立川支部

民事部・刑事部の構成

裁判官配置表

1民事訴訟事件年度別新受，既済，未済件数図表（ﾜ)･闇･㈲訴訟

2民事訴訟事件年度別新受，既済，未済件数表（ﾜ)･(詞･伐厭訟

1民事訴訟未済事件の審理期間図表（ﾜ)･圃・似う濡訟

2民事訴訟未済事件の審理期間別表（ﾜ)･(善)･伐厭訟

1専門事件年度別新受，未済件数表

2専門未済事件の審理期間別表

1不動産執行事件年度別新受，既済，未済件数図表（ﾇ)･㈲

2不動産執行事件年度別新受，既済，未済件数表

1債権執行事件年度別新受，既済，未済件数図表州･(ﾅ）

2債権執行事件年度別新受，既済，未済件数表

1破産事件年度別新受，既済，未済件数図表（ﾌ）

2破産事件年度別新受，既済,未済件数表

1通常再生事件年度別新受，既済”未済件数表（再）

2個人再生事件年度別新受，既済，未済件数図表（再イ，再ロ）
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3個人再生事件年度別新受，既済，未済件数表

1労働審判事件年度別新受，既済，未済件数図表（労）

2労働審判事件年度別新受，既済，未済件数表

3労働審判事件終局件数の概況

4労働審判事件審理期間

刑事訴訟事件（新受，既済,未済）処理状況調査表

刑事訴訟事件（新受，既済，未済）年度別比較表

1刑事訴訟既済事件の審理期間図表

2刑事訴訟既済事件の審理期間別表

‘1刑事訴訟事件未済人員審理期間図表

2刑事訴訟事件未済人員審理期間別表

刑事訴訟長期未済事件（2年経過）長期化事由調査表

1裁判員裁判の対象事件数等

2裁判員対象事件の新受人員罪名別一覧表

勾留請求，勾留理由開示，準抗告申立事件一覧表

医療観察事件新受件数調査表

被疑者国選弁護事件処理状況調査表

即決裁判事件申立件数調査表
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(東京地方裁判所立川支部） 第1表

民事部･刑事部の構成

平成30年12月1日現在

民事部

部の数

配置人員

通常部

集中部

裁判官

裁判官以外

3か部

1か部(執行,破産保全等）

官職 人数 備考

判 事
し ｡■■b 1■q■d■ー4■q■●●q■｡●ローーーーq■4■q■■

特例判事補
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育休(1) 、
Pm4■●己1■q■■d■｡p■■』■●■l■D 1■d■ロ■。■d■■●●●｡●●4■｡●｡●●｡●●CQ｡‐‐‐d■

民間長期研修(2)
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口
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ロ

l●‐4■口q■q■1■ー｡●｡‐つ1■■D 4■q■1■4■1■q■■

計

69

2
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92

育休(3)‘再任用(3),臨任(1)
■q■‐q■q■q■■‐ロ｡q■ロﾛ■q■q■■■q■q■q■ー■q■q■q■q■‐■■q■‐d■ロq■‐｡｡■｡■q■q■‐口l■■4■
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●‐のつ。■‐■’‐4■‐d■｡■’ 4■1■ローロ■、 q■一d■■、｡●●｡●●●●●●｡●●●●‐むつ‐‐‐

刑事部

部の数

配置人員

合議部

裁判官

裁判官以外

3か部 ●

官職 人数 備考

判 事

特例判事補

判事補

計

7

1

4

12

4 伽

p口■h d■Ⅱ■q■むめ●●ロロ●●●●●｡●●Ⅱ■｡■Dロー■D 1■■､‐1■q■■q■■4■q■q■q■‐d■‐。■■■｡

■q■1■‐q■口1■｡■P 1■q■‐■､‐q■U■q■q■1■q■ーq■1■ﾛ■q■q■U■1■ﾛ■1■4■■0 0■d■■P q■d■｡■●◆つら●‐

■ ■■■■4■q■q■‐‐q■ｰq■‐q■q■■■‐q■■‐ー‐‐‐｡‐｡｡■●‐●‐●●●q■｡●●●‐■q■q■q■

書記官
p d■‐1■d■d■－4■q■●q■ﾛ■･《■つ●q■4■U■q■4■q■■

速記官

事務官

計

33

■q■q■‐。■‐‐ロー‐ｰ‐

4

11

48

■｡■､ q■q■●●口｡●●の●‐●4■｡●●｡●q■‐q■‐‐‐■0 0■d■q■‐q■q■4■q■q■4■q■q■‐q■｡■q■

再任用(1)

■q■q■d■‐‐口－－4■口d■ロ■。■d■q■一‐d■‐。■｡d■｡●●q■q■■l●｡●の｡●●●●｡●‐｡‐一

育休(1),任期付(1)
岳q■d■1■d■4■■‐4■ロロー■ロ■■0 4■q■ロ■■、－4■q■■‐●●●■l●●｡｡｡｡●｡■D●●っq■｡■D 1■



(東京地方裁判所立川支部） 第2表

裁判官配置表
Z 30年12月1日，
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第3表(東京地方裁判所立川支部）

1民事訴訟事件年度別新受,既済,未済件数図表（ﾜ)･(言)･㈲訴訟
（平成25年度～平成29年度）

3,400

3,200
Ｉ
Ｉ

Ｊ

3,090

3,000

2,800

件2,600
数

2,400

2,200

2,000

1,800

1,600

1,400

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

2民事訴訟事件年度別新受,既済,未済件数表(ﾜ)･闇･物)訴訟

2,952 2,948 3'o@Z
〃

ー

2，源
L ■

可

3,010

2;787、
ロ

〆一･･4

●

2,068

吋～ 2,012

ｰ一一一一一・』
1，882 ．

新受

済
済
既
未

一
一
寺

年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
29年度

(1～10月）

30年度

(1～10月）

新受

うち過払金事件

(%）

3,090 2,952

=<こここご
2,948

195

6.61％

3,010

139

4.62％

3,087

112

3.63％

2,548

93

3.65％

2,319

73

3.15％

既済 3,134 2,927 2,787 3,066 3,086 2,480 2,344

未済 1,882 1,907 2,068 2,012 2,013 2,080 1,988



第4表(東京地方裁判所立川支部）

1民事訴訟未済事件の審理期間図表(ﾜ)･(罰｡㈲訴訟
平成30年10月末日現在

5年以内

0.2％

4年以内

2年

22

6月以内

47.4％

(力)再審訴訟の未済0件, (詞の未済は1件

2民事訴訟未済事件の審理期間別表(ﾜ)｡唇)･鋤訴訟

:具|蝋に鳥'第|蕊|藁|震
審理期間

延べ月数

b)

平均

月数

b/a)

未済

件数

a) (×3) | (×9) |(×18)|(×30)|(×42)|(×54)|(×84)

25年度

26年度

9941 401 1 326 1 !121 33 1 141 2 18，129 9.631,882

5 18,243 9.571，026 1 3951 3381 881 4242338 881,026 395 131,907
｜’

27年度
19,902 9.6297 22 25 82,068 1，106 428428 382

28年度

29年度

12 19,467 9．6892 25 82,012 1,0341 447447 1 394

9.162 18,44490 19 92,013 1,047 453 393

29年度

(10月末日現在）

30年度
(10月末日現在）

2,080 9.2491 22 7 4 19,221505 3971,054

94211,988 437 1 107 201 41 2 19,410 9．76476

※「審理期間延べ月数｣欄は,期間別の未済件数に｢期間｣欄のうち｢(×数字)｣を乗じて算出し
たものの合計である。 ．



第5表(東京地方裁判所立川支部）

1専門事件年度別新受,未済件数表

2専門未済事件の審理期間別表

(平成30年10月末日現在）

※「審理期間延べ月数｣欄は,期間別の未済件数に｢期間｣欄のうち｢(×数字)｣を乗じて算出し
たものの合計である。

※専門事件の事件数は,ミンタスの事件検索によって抽出した数字である。

年度 29年度

29年度

(1～10月）

30年度

(1～10月）

新

受

交通事件

労働事件

医事事件
巳

建築事件

351

89

18

23

228
q■d■‐4■｡d■■’ 4■■

63

･ 13

16

308
■4■q■q■■d■ローd■

72
p－－c‐‐q■●●

14
■ d■口－4■ロ毎一d■'

23

未
済

交通事件

労働事件

医事事件

建築事件

349

86

27

35

336

91

26
ﾛ■●●q■ロ■d■‐d■■

32

371
■‐4■｡●ロ■■、‐。■

103
p●‐●●●つ●｡

32
、q■d■ロ■1■d■ロ■‐4■

45

未済

件数

a)

6月

以内

(×3）

1年

以内

(×9）

2年

以内

C

(×18）

3年

以内

(×30)

4年

以内

(×42）

5年

以内

(×54）

5年を

超える

(×84）

審理期間

延べ月数

b)

平均

月数．

b/a)

交通事件
371 189 110 62 10 0 0 0 2,973 8.01

労働事件
103 45 23 ・ 31 3 0 0 1 1,074 10.43

医事事件
32 5

〆

5 14 7 1 0 0 564 17.63

建築事件
45 14 10 14 6 1 0 0 606 13.47



第6表(東京地方裁判所立川支部）

1不動産執行事件年度別新受,既済,未済件数図表惇)･例
平成25年度～平成29年層

1,100

1,000

900

800

件700
数

600

』

500

400

300

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

2不動産執行事件年度別新受,既済,未済件数表

※不動産等強制執行事件及び不動産等担保権実行事件の合計数である。

｛
1,031

748

758

682 687

、
668

届

510
ー一一一一 500

、

ー －

~－－－零－－－－韓一Z

C

428

囎予～‐
~～

、

新受

既済

未済

寺
李
寺

年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
29年度

(1～10月）

30年度

(1～10月）

新受 840 748 668 629 587 502 524

既済 1,031 758 682 687 636 516 495

未済 510 500 486 428 379 414 409



(東京地方裁判所立川支部） 第7表

1債権執行事件年度別新受,既済,未済件数図表側･例 ．
（平成25年度～平成29年度）

3,200

受
済
済

新
既
未

令
若
寺

1

1

3,095

3,000
2,986

ｄ

ｄ
Ｏ
ｑ
１
１
１
。

件2,800

数

2,712

2,662

2,600

2,577

2,400

25年度 26年度 27年度’ 28年度 29年度

2債権執行事件年度別新受,既済,未済件数表

※債権等強制執行事件及び債権等担保権実行事件の合計数である。

I

／

ノ 黄
8

“則，

／
、

q唖2 、
』

年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
29年度
(1～

j

10月）

30年度

(1～10月）

新受 2,712 2,759 2,858 2,700 2,986 2;412 ・ 2,445

既済 2,696 2,839 2,802 2,652 3,095 2,570 2,430

未済 2,662 2,582 2,638 2,686 2,577 2,528 2,592



(東京地方裁判所立川支部） 第8表

1破産事件年度別新受,既済,未済件数図表(ﾌ）
(平成25年度～平成29年度）

1,800

1,600

1,512

◆

1,452

ト

ー
1,400

１
１

Ｊ

1,200

z'｡0｡．0

800

600

428
400

200

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

ダ

2破産事件年度別新受,"既済,未済件数表

1,250

、

■

1,128
1,115

h ■

q

1,088

368 一一訂

－
５４３ r一一一一－

年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
29年度

(1～10月）

30年度

(1～10月）

新受
b＝1■U■q■－つ｡●■、 1■■0 4■●●1■｡■

うち管財人選任件数

1,193

470

1,097

438

1,088

394

1,321

525

1,512

594

1,224

494

1,514

601

(%） 39.40％ 39.93％ 36.21％ 39.74％ 39.29％ 40.36％ 39.70％

既済 1,250 1,128 1,115 1,240 1,452 1,178 1,507

未済 345 314 287 368 428 414 ，435



第9表(東京地方裁判所立川支部）

1通常再生事件年度別新受,既済,未済件数表（再）

2個人再生事件年度別新受,既済,未済件数図表（再イ,再口）
(平成25年度～平成29年度）

180

160

140

120

塵100

80

60

40

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

3個人再生事件年度別新受,既済,未済件数表

、

年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
29年度

(1～10月）

30年度

(1～10月）

新受 1 0 0 0 0 0 0

既済 1 0 0 0 0 0 0

未済 0 0 0 0 0 0 0

155

147

106

八

122

83

5

Y
71

42
● h e

年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
29年度
●

(1～10月）

30年度

(1～10月）

新受

(内訳)再イ

再口

83

、 71

､12

85

71

14

117

102

.15

149

138

11

147

134

13

116

107

9

174

161

13

既済 106 71 107 122 155 132 146

(内訳)再イ

再口

90

16

61

10

92

15

107

15

146

9

125

7

130

16

未済 42 56 66 93 85 77 113

(内訳)再イ

再口

37

5

47

9

57

9

88

5

76

9

70

7

107

6



(東京地方裁判所立川支部） 第10表

1労働審判事件年度別新受,既済,未済件数図表（労）
平成25度～， ‘成29年届

80

70

66

65
リ

’

60

50

件 40
数

30

20
4

1010

0

28年度 29年度27年度

年度

25年度 26年度

2労働審判事件年度別新受,既済,未済件数表

P

70

65

65 -里

H 可

I

11 11

品

年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
29年度

(1～10月）

30年度

(1～10月）

新受 73 70 73 65 65 57 96

既済 63 73 78 65 66 54 79

未済 19 16 11 11 10 14 27



■0

(東京地方裁判所立川支部） 第10表②

3労働審判事件終局件数の概況

| 2s¥|"|雪霜
30!年
1～10月28年 29年25年 26年 27年 計 グラフ(処理別割合）

調停成立 48 56 60 47 54 53 318

審判 89 11 7 3 7 45

24条終了 3 2 4 8 O
望 271

取下げ 2 4 7 7 4 5 29

移送 1 0 0 00 0 1

回付 0 0 00 0 0 0 停成立
75.7％

却下 0 0 0 0 0 0 0

計 7563 73 78 65 66 420
■ 且 ■ ■

※処理別割合は,平成25年1月から平成30年10月末までに
終局した労働審判事件における終局事由別の割合である。

4労働審判事件審理期間

審理期間平均74.6日

6件 グラフ(審理期間割合）1～20日

2件21～30日
1～20日

38件31～40B

65件41～50B

54件51～60B 1～50日

15％

101～110

8％
51件61～70日

71～80日 54件

28件81～90B 91～10

8蕗 51～60日

13％36件91～100B

101～110B 32件

111日以上 58件
13％

合計件数 424件
’

※労働審判事件審理期間は,平成25年1月から平成30年10月末日までに終局した労働審判事件における申立てか
ら終局までの日数である。



(東京地方裁判所立川支部） 第11表

～

刑事訴訟事件（新受，既済，未済）処理状況調査表

ノ

年度

事件別 新受

合議 単独 計

既済

合議 単独 計

未済

合議 単独 計

平成25年 115 1,507 1,622 128 1,496 1,624 68 340 408

平成26年 83 1，623 1,706 83 1,531 1，614 89 411 500

平成27年 62 1,730 1,792 89 1,573 1,662 71 559 630

平成28年 86 1i441 1,527 130 ･ 1,505 1，635 104 418 522

平成29年 309 1,364 1,673 126 1,300 1,426 351 418 769

(1～10月） (274） (1,053) (1,327） (105） (1,070） (1, 175） (335） (339） (674）

平成30年

(1～10月）
119 1,245 1,364 － 370 1,216 1,586. 132 416 548



（東京地方裁判所立川支部）

刑事訴訟事件（新受，既済，未済）年度別比較表

第12表

人員

2,000

人員
2,000-←新受÷既済寺未済

人員

400

1,800 1,800

1,624

1,600

）

I

L

351350 1

1

1,600

1,507

1,400

1

1

1

300 1,400309

b

1,200 1,200
250

1,000 1,000

200

800 800

150

600１
１

600

115

100

400
400

50
200

200

0 0u ，

0
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

耳

【単独事件】

平
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

【合議事件】

成25年． 平成26年 平成27年 平成28年

【合議，単独計】
平成29年

1
、

0

獄1,3
1,300

中 ｡

8 418

／
340

411

1,792

35
1,673

ノ

1,622
1,614

1，52

630

〆△～

翼しぎ記ざ
1

~w<2,

■

■ ■ 凸

I
〃
〃
ノ

128 .

89 89



(東京地方裁判所立川支部） 第13表

1刑事訴訟既済事件の審理期間図表

(平成30年10月末日現在）

’2年超

1年以内
17‐3％

3月以内

45.8％

26.7％

2刑事訴訟既済事件の審理期間別表
で

2年を

超える

1年

以内

2年

以内

6月

以内

1月

以内

3月

以内

期間 計

128
‐｡‐■－－－－－－－＝

1,496

合
口
・
一』

14
口一一．ローーーロ一一一一

12

０
－
０

一一一一再

31
口ｰ■‐ｰー国一一一一壷

305

60
1■“ー‐‐一一‐一一ー

101

0
つ‐ｰ‐－－－－■■‐一

27

23
‐ｰ■■4■＝‐‐－－口q■ィ■

1,051
平成25年

単
室

〈
ロ
一
一

０
－
３

－

■
一一一一

83
－－－■■一一一一＝ｰ一‐

1,531

38
一画一一ー‐■■ー‐‐‐

83

４
－
７

１
一
一一一一一

20
○一一－一一‐一一一一■

362

0
－q■ー一一一－－一一

21

11
－－‐一。■L I■■－■■－－－－

1,055
平成26年

単

89
ｰヰーーーー■■－－－－－

1,573

今
ロ
一一

11
句‐‐口一一一一一一一1■

11

０
－
０

一一一一今

28
ロー■■‐樺一一一一一■■ｰ

353

40
0■一－一一一U■一一一一

125

０
－
６
－
１

一一一

10
画一一一一つ＝一一q■ー＝

1,068
〒平成27年

単

０
－
５

個
一
卵
一
ｔ

一

今
ロ
一一

13
垂一一＝一一一一一ｰ＝

0

17
■ー‐一一‐‐ーーー一‐

398

63
‐一今＝一一一‐‐~‐

159

32
－一一一一一■一口ｰ－4■

19

０
一
幅

一一

．
一一

5

914
平成28年

単

126
＝一一一‐＝、‐‐ー●’■

1,300

〈
ロ
ー

34
，■一一一一一一一一‐‐■■

41

８
－
４

１
一
一一一口

26
－ーー■■■■■一つ‐‐一一

372

40
つ一一一一一ー一一ーー

113

0

24

8
幸一一一一一一一■‐‐‐

746
平成29年

単

105
~‐‐‐‐ー一一一‐‐｡

1,070

平成29年

(10月末日現在）

今
ロ
ー』

４
－
２

１
一一一一

22
｡ーｰ‐一■‐ー＝一一＝

303

32
‐‐一一一心一色,＝－－

91

30
■b‐‐‐－－－－－－■■ロ

38

０
－
６
－
１

一一一口

7
－－－－－一一一一一一

620単

平成30年

(10月末日現在）

〈
ロ
一
一

370
U■一一‐‐‐一一一■ー■

1,216

167
●一一一一一一一垂■■‐■

108

123
‐q■や－つ－口一一一一．■

17

２
－
４

一一一一一

63
●一一一一一‐ー一ーーー

360

1
4■－ー‐‐ーq■一一－一

15

14
＝一一‐‐‐毎一一一一■

712単



(東京地方裁判所立川支部） 第14表

1刑事訴訟事件未済人員審理期間図表
(平成30年10月末日現在）

’
2年超

1 1月以内

27.0％

2刑事訴訟事件未済人員審理期間別表

I
L●

2年を

超える

2年

以内

1年

以内

6月

以内

1月

以内

3月

以内

計

■

平成25年 10 408537 16190 150

10 500平成26年 22 788210 163

11平成27年 6302689 66256 182

平成28年 7 5225379 78167 138

平成29年 71 7 769162138207 184

平成29年

(10月末日現在）

11 67457164 139134 169

平成30年

(10月末日現在）

548970 49148 113159

※事件数で計上



(東京地方裁判所立川支部） 第15表

刑事訴訟長期未済事件（2年経過）長期化事由調査表
（平成30年10月末日現在）

※実人員数で計上

合
単
別

事案複雑困難
被告人の
逃亡病気等

関連事件の
審理待ち

計

合
議
事
件

2年以上

3年以上

5年以上

6年以上

7年以上

8年．以上

9年以上

10年以上

計 0 0 0

0

0

0

0

0

●

0

0

0

0

単
独
事
件

2年以上

3年以上

5 年以上

6年以上

計

1

1

1

1 0

1

0

0

1

2

合議・単独計 1 1 0 2



(東京地方裁判所立川支部） 第16表

1裁判員裁判の対象事件数等
平成30年10月末日現在

※実施状況

実人員343人中,本庁への回付等により終局した事件19件(17人)を
除く326人が実質審理を要する実人員となるところ,そのうちの297人
について公判が終局しており,実施割合は91.1％である。

2裁判員対象事件の新受人員罪名別一覧表

一

受理件数 実人員

H21年度
(制度施行後）

52件
(※1月からの合計は70件）

43人

H22年度 61件 50人

H23年度 65件
(うち2件は訴因変更により対象事件となる｡）

47人

H24年度 37件
(うち1件は歸因変更により対象事件となる｡）

31人

H25年度 44件
(うち2件は訴因変更により対象事件となる｡）

41人 ２
グ
ー

H26年度 31件 30人

H27年度 21件 17人

H28年度 29件
(うち5件は訴因変更により対象事件となる｡）

24人

H29年度 30件 27人

H30年度
(10月末現在）

39件
(うち6件は脈因変更により対象事件となる｡）

33人

合計 409件
343人

(※本庁への回付等17人を含む）

裁判員対象事件罪名

被告人数

30

年
鯛
年 U

鯛
年 0

27

年

０

溺
年
溺
年
餌
年
銅
年
浬
年
創
年
加
年

19

年

旧
年

17

年

16

年

現住建造物等放火 1

■■■■■■■■ ■■■■■■■

3
’

１ 4 8 2 2 3 6 2 2 7 7 9

通貨偽造 1 2 1 3 1

偽造通貨行使 3 1 1 8 11 1

強制わいせつ致死傷 2 2 1 3 4 4 5 6 4 1 7

強姦致死傷(強制性交等致死傷） 4 3 1 2 3 4 8 4 5 12 4 6 3 12 8

集団強姦致死傷 1

殺人 7 9 10 5 13 11 8 10 7 ･12 14 14 10 17 12

傷害致死 1 3 1 2 1 1 4 3 3 4 2 7 2 2

危険運転致死 1 1 1 1 1 1

保護責任者遺棄致死 ． 2 1

逮捕監禁致死 13

身代金拐取 1

拐取者身代金取得等 ． 1 1

強盗致傷(強盗傷人） ． 15 7 7 10 4 7 13 25 20

'

14 13 8 26 16 19

強盗致死(強盗殺人） 1 1 1 2 1 3 1 4 4

強盗強姦(強盗･強制性交等） 1 3 1 9 6 5 2 3 6

銃刀法(略称） 31条(3条の13;発射),31条の2第2項(3条の4，
営利目的輸入）

1

覚せい剤取締法41条2項(営利目的輸出入･製造） 2 3 2 1

麻薬及び向精神薬取締法64条2項(営利目的輸出入･製造） 2

麻薬特例法(略称） 5条1～4号(業として行う不法輸入等） 6 4 1 1

組織犯罪処罰法(略称） 3条1項7号(殺人の罪） 3

裁判員対象事件新受人員合計 39 30 29 21 31 44 37 65 61 70 46 40 64 74 62



(東京地方裁判所立川支部） 第17表

旬

勾留請求,勾留理由開示,準抗告申立事件一覧表

(注)･｢勾留請求件数｣及び｢勾留却下数｣には,簡易裁判所判事が処理した事件を含む。

．｢勾留理由開示申立数｣及び｢勾留･勾留延長に対する準抗告数｣は,立川簡裁分Ij立川簡裁分は含まない。

勾留請求

件 数

勾留却下数

(％）

勾留理由

開示申立数

勾留・勾留

延長に対す

る準抗告数

(準抗告総数）

平成25年 3,307 236

(7.1%）

8 179 (273）

平成26年 3,359 199

(5.9%）

11

。

237 (338）

平成27年 3,423 166

(4.8%）

4 283 (363）

平成28年

の

3,331 169

(5.1%）

5 263 (349）

平成29年 3,213 169

(5.3%）

5 314 (404）

平成29年

(1月～10月）

2,702 140

(5.2%）

4 269

p

(339）

平成30年

(1月～10月）

2,863
、

234

(8.2%）

6 232 (336）



(東京地方裁判所立川支部）

医療観察事件新受件数調査表 ･第18表

表

即決裁判事件申立件数調査表 第20表

年度
42条1項の
決定をするこ
との申立て

入院継続の確
認の申立て

退院の許可の
申立て

医療の終了の
申立て

通院延長の申
立て

再入院の
申立て

合計

平成25年 14 20 11 1 ′ 2 0 48

平成26年 ； 15 22 9 6 0 0 52

平成27年 11 20 11 3 0 1 46

平成28年 13 ・ 25 8 0 1 0 47

平成29年 15 29 7 6 1 1 59

平成29年
(1月～10月）

14 18 7 3 1 0 43

平成30年
(1月～10月）

5 23 8 1 2 0 39

年度

勾留質問した
被疑者総数

勾留質問した
対象事件数

被疑者総
数に対す
る割合

請求総数

対歓事件
数に対す
る割合

選任決定数

対象事件
散に対す
る割合

平成25年 3.307 2.222 67.2％ 1.627 73.2％ 1,616 72.7％

平成26年 3,359 2.289 68.1％ 1.750 76.5％ 1,734 75.8％

平成27年 3,423 2,318 67.7％ 1.755 75.7％ 1.734 74.8％

平成28年 3.331 2.252 67.6％ 1,683 74.7％ 1.646 73. 1％

平成29年 3,213 2,141 66.6％ 1,550 72.4％ 1,506 70.3%

平成29年
(1月～10月）

2,702 1,818 67.3％ 1.296 71.3％ 1,260 69.3％

平成30年
(1月～10月）

2,863 2,431 84.9％ 1.727 71.0％ 1.685 69.3％

年度 受理件数

平成25年 2

平成26年 1

平成27年 0

平成28年 0

平成29年 30

平成29年
(1月～10月）

22

平成30年
(1月～10月）

9


